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プログラム
１４：３０ 開会・総務省挨拶 総務大臣 金子 恭之

１４：３５ 基調講演 「政策に強い議会」をつくるーその戦略と手法

礒崎 初仁 氏 （中央大学副学長、法学部教授）

１５：３５ 休 憩

１５：４５ パネルディスカッション 「令和時代を担う地方議会 ～調査研究・政策立案機能の充実に向けて～」

只野 雅人 氏 （一橋大学大学院法学研究科教授）
青木 謙順 氏 （三重県議会議長）
是住 久美子 氏 （愛知県田原市図書館長）
早苗 豊 氏 （北海道芽室町議会議長）
羽生 雄一郎 氏 （全国市町村国際文化研修所調査研究部長

兼 京都大学公共政策大学院特別教授）
目黒 章三郎 氏 （福島県会津若松市議会議員）

１７：０５ 質疑応答 質問者
外崎 浩子 氏 （宮城県議会副議長）
宮本 恵子 氏 （大阪府堺市議会議員）
酒元 法子 氏 （石川県能登町議会議長）

１７：３０ 閉 会

コーディネーター
パネリスト
※五十音順
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基調講演

「政策に強い議会」をつくる
ーその戦略と手法

礒崎 初仁 氏

中央大学副学長、法学部教授
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「政策に強い議会」をつくる
－その戦略と手法

日時：2021年11月19日(金) 14:35～15:35

場所：東京グリーンパレス

講師：礒崎初仁（中央大学法学部）

地方議会活性化シンポジウム2021

写真：議場のいろいろ:金沢市と小
金井市の場合（Google画像より）
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Ⅰ 地方議会の機能と政策形成

１ 議会の機能と改革

２ 地方議会の権限と政策形成機能

Ⅱ 議会の政策形成機能の強化
－４つの戦略

１ 議員の政策力の強化

２ 議員間討議の拡充

３ 議会内の政策検討の体制づくり
－合意をどう形成するか

４ 住民・有識者の意見反映・活用

Ⅲ 政策形式ごとの審議のポイ
ント

１ 基本計画の審議

２ 予算案の審議

３ 条例案の審議

[補論] 議会事務局の役割

１ 議会事務局に求められるもの

２ 議会事務局の機能強化

本日の講演の骨子
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Ⅰ 地方議会の機能と政策形成
１ 議会の機能と改革

1) 議会の２つの機能

➀政策形成機能：条例制定等によって議会自らが自治体の政策をつくる役割

➁行政監視機能：執行機関の活動を監視し、是正・抑制する役割

2) 今後の方向

①諮問型議会から「政策形成型議会」へ

～首長の提案議案を審議するだけでなく、自ら問題を投げかけ、政策をつくり
出すことが重要 ex, 議員提案による政策条例づくり

②自律型議会（閉鎖型議会）から「協働型議会」へ

～議会に対する住民参加を促進するよう努力することが重要

3) 議会改革の試み

➀議会基本条例の制定

～議会の責務、政策形成機能の強化、開かれた議会運営等を条例化

ｃｆ,合計797自治体（44.6%）

【内訳】道府県31（66.0%）、政令市16（80.0%）、特別区2（8.7%）、市461
（59.8%）、町村287（31.0%） （2017年4月1日時点） （出典）自治体議会改革
フォーラムＨＰ

➁対面式議場への改変

➂一問一答制の導入と審議の活性化
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２ 地方議会の権限と政策形成機能
図表１ 議会の権限

区分 権限 法的根拠 内 容

1)議決権 ①必要的議
決事件

§96Ⅰ ➀条例、➁予算、➂税の賦課徴収、④重要な
契約の締結、⑤財産の交換等、⑥権利の放棄、
⑦訴えの提起など

②任意的議
決事件

§96Ⅱ 条例で定める事項（総合計画の策定、各種基
本計画の策定、友好都市協定の締結など）

2)監視権・
調査権

①検査権・
監査請求権

§98,252-40 事務の管理、議決の執行・出納を検査、監査委
員に対する監査・報告の請求

②調査権 §100 事務に関する調査、関係人の出頭・証言・記録
提出を請求 cf,100条調査権＝法的強制力あ
り

③同意権 §87,145,179
Ⅲほか

長の期限前の退職、副知事・各種委員等の任
命

3)その他 ①選挙権 §97Ⅰほか 議長等の選挙、法律等に基づく選挙

②意見表明
権

§99,206,124,
109Ⅳほか

国会や関係行政庁に意見書を提出

③自律権 §120,134Ⅱ
ほか

会議規則の制定等により議会の組織・運営を律
する
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図表２ 自治体の政策形式と議会の権限
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図表３ 政策形式ごとの権限の配分

区 分 自治体計画 予 算 条 例 要綱・要領

提案 決定 提案 決定 提案 決定 提案 決定

首長・執行

機関

〇 〇 ◎ × 〇 × ◎ ◎

議会 △条例

あると

き

△条例

あると

き

× ◎修

正も可

能

〇 ◎ × ×

(注) ◎＝権限を専有、〇＝権限を併有、△＝場合により権限あり、×＝権
限なし、を示す。なお、長には専決処分権（179条1項）が認められている
が、例外的な措置のため、ここでは含めていない。
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キーワード 地域の課題 重要化する政策・条例

1)コンパクト

(縮減)

①市街地の縮小、スポンジ化対策 立地適正化計画、空き家利用条例

②街なか居住支援、公共交通の維持 公共交通網形成計画、地域交通条例

③高齢者が暮らせる街 地域包括支援センター、小さな拠点

2)リニューア

ル(再生)

①農地の荒廃、所有者不明森林の対策 所有者不明土地法、森林経営管理条例

②公共施設の縮小、地域交通の再編 立地適正化法、交通まちづくり条例

③地域の個性・魅力の再生 歴史まちづくり法、里づくり条例

3)コミュニティ

(協働)

①行政機能の縮小、公務員の削減 コミュニティ組織への業務委託

②一人世帯の増加、家族機能の低下 小さな拠点、ご近所の底力育成条例

③自治会・町内会の支援・機能拡大 コミュニティ条例、施設の地域経営化

4)ボランタリー

(自主)

①ＮＰＯ・互助型の社会システムづくり NPOの支援、行政との協働促進

②寄附の促進、遺産の活用・財団化 寄附税制の工夫・活用、遺産活用

③ボランティア公務員の増大

図表４ 人口減少時代の自治体行政－４つの方向性

（出典）礒崎初仁作成

公務員法の見直し、多様な職員条例
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方向性 具体的課題

①非接触型サービスや非
対面型行政への転換

・介護、保育、学校教育、病院など、対人サービスをどこまで非
接触型に転換できるか
・住民登録、税務、公共料金、許認可等の業務について窓口申
請等を減らして非対面型に転換

②デジタル化やＡＩ・ロボ
ティクスの活用

・①国・地方を通じた行政手続のデジタル化、②自治体の情報
システムの標準化、③AI等の活用、④人材面での対応、⑤
データの利活用と個人情報保護制度の共通化（第32次地方制
度調査会答申（2020.6）より）

③法制度や施策など行政
システムの分権化

・自治体自身が法制度をつくる権限を持つ「立法分権」を進める
・ウィズコロナ時代の複雑な課題に対応するため、総合的・分権
的な行政体制に転換

④集中型・都市型から分
散型・地方型の社会構
造への転換

・対人接触の伴う大都市の集住型の生活様式から、リモートで
の業務や社会活動の拡大により、地方移住・田園回帰の流れ
をつくる
・この機会を生かした農林漁業への人材紹介と振興

➄コミュニティやＮＰＯの
地域活動の支援

・個人や家庭の孤立、育児・介護放棄、ＤＶ等の「家庭リスク」に
対して、コミュニティ組織や地域ＮＰＯが支援や見守りを行う
・「３密」を回避しながら、配食サービス、健康づくり、スポーツ活
動、祭り、見守り等を行う

図表５ ウィズコロナ時代の自治体行政の課題

（出典）礒崎初仁作成
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図表６ 議員提案にふさわしい政策課題

課題区分 課題例

①自治体運営の基本方
針

自治基本条例の制定、住民参加の推進、まちづく
りの方向性、地域包括ケアの推進

②新しい政策課題への
対応

防災・防犯のまちづくり、食育の推進、空き家対
策、ごみ屋敷対策

③人権擁護の課題 障害者との共生、児童虐待の防止、性的多様性
の保障（ＬＧＢＴとのパートナーシップ）

④地域密着・産業振興
の課題

農山村の振興、中小企業の支援、地場産業の育
成

⑤行政活動の統制 議決事件条例、職員不祥事防止、公共施設の更
新計画、第三セクターの適正化
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Ⅱ 地方議会の政策形成の強化－４つの戦略
１ 議員の政策力の強化

＊政策力＝①政策の基礎知識（政策の視点や枠組みに関する知識）、②
政策の実務知識（個別の政策分野や行政実務に関する知識）、③政策
問題への応用力（問題を分析し対応策を考える力）の３つ

➀議員活動を行う中で養成する＝一種のＯＪＴ（on the job training）

【例】地域住民の陳情→担当課に問い合わせしたり、議会での質問を行う
とともに、問題がなぜ生じているか、法制度はどうなっているか、などを調
査

➁議会や会派として議員研修（共同研修）を実施

講演会形式で半日程度の議員研修会を実施している自治体は少なくな
いが、もっと議員研修（集合研修）を充実させるべき

➂議員個人として自己学習に取り組む

1) 個人的な学習＝テキストを読んだり、過去の政策や全国の自治体の政
策を調査

2) 外部の研究会や学会に参加＝自治体学会、公共政策学会などに参加

3) 大学での学習・研究＝週に２～３日、２年間通学し、修士号を取得し、
学位論文をまとめて議員活動に生かす
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図表７ 自治体議員の集合研修のイメージ

年 次 講 座 講 義 演 習 日 数

１年目 自治制度論 自治制度、自治体の機構、住民参加

等

グループ

演習

2日 計

10日

政策形成論 政策の意義、政策過程、政策評価等 同上 2日

自治体法務

論

法律と条例、条例制定権、行政訴訟

等

同上 2日

自治体財務

論

予算、決算、監査、公共施設等 同上 2日

議会運営論 議会会議規則、委員会制度等 同上 2日

2 年目

以降

次の講座から順次選択（各講義＋演習で構成）。

＜制度系＞条例立案論、予算評価論、住民協働論、広域行政

論等

＜政策系＞都市政策論、環境政策論、地域振興論、福祉健康

政策論、教育政策論、防災政策論等

＜課題系＞特定課題を設定し、各議会から推薦された議員で

グループ研究（半年または1年）を行い、報告書をつくる

各 2

日

年2講

座、 4

日 以

上

(出典) 礒崎初仁『自治体議員の政策づくり入門』イマジン社、2017年、121頁
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２ 議員間討議の拡充

★議会の最大問題＝執行機関への質問・追及が中心（質疑主義）、議員間
の討議が限られている→議員間討議を中心にする

➀議員提案の議案を増やす

～条例案の議員提案、予算や総合計画の「修正案」の提示

➁「議会の意見書」の作成（決議）と提出

・各議員の一般質問が一巡した後に、重要事項を議会の意見書（「当面の
施策事業に関する意見書」など）として決議し、執行機関に提出

・予算編成時期に議会としての意見書（「〇年度当初予算編成に関する意
見書」など）を決定し、執行機関に提出

➂重要議案の採決前に「議員間討議」を行う

【例】・委員会審議～議案への意見決定の前に委員間で討論する

・本会議審議～議案表決の前に、➀各会派の意見表明→➁相互の質
疑応答→➂表決に（現在の「討議」は意見表明のみ）

④執行機関職員の出席を限定、出席させる場合は実質的な議論を
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議員の政策づくり＝同僚議員の賛同が重要

★議員＝相互に住民の支持を競い合うライバル関係にあるため、「出る
杭は打たれる」ことになりがち。

→どうやって同僚議員の賛同を調達するか

➀会派を核にして政策づくりを進めること

～会派内で定期的な勉強会を開いたり、継続的な調査研究を行う

【例】有識者にアドバイザーを委嘱して条例づくりの検討会を行う

②委員会を拠点にして政策検討の習慣をつくること

～委員会で講師を招いて勉強会を行ったり、議員提案条例をつくるため
の研究会を開催

③問題意識を共有する議員間で勉強会等を行うこと

～定数の12分の１以上の議員が賛同すれば議案を提出できる

→条例案や予算修正案を提案することも可能

３ 議会内の政策検討の体制づくり－合意をどう形成するか
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＜議員による政策案の検討方式＞

検討方式 利点 問題点
1.議員主導型 議員だれでも取り組める 他の議員の賛成が得ら

れにくい
2.会派主導型 踏み込んだ検討が可能 他の会派との合意形成

が困難
3.検討組
織主導
型

①議員有志型 設置しやすい 方針決定後の合意形成
が困難

②会派代表型 方針決定後の合意形成が容
易

設置までと設置後の合
意形成が困難

③議員全員型 方針決定後の合意形成が容
易

設置までと設置後の合
意形成が困難

④委員会型 正式の検討と審議が可能 弾力的な運営が困難
4.外部連携型 住民や専門家の意見を反映 時間や費用を要する

➀議員主導型＝議員個人が条例案を作成し、他の議員の賛成を得て議会に提案する
場合

②会派主導型＝会派が中心となって条例案を作成し、議会に提案する場合
③検討組織主導型＝議会内に会派横断型の検討組織を設置し、これが中心になって
条例案を検討する場合

④外部連携型＝外部の住民、ＮＰＯ、有識者、シンクタンク等の支援を受け、あるいは
連携して条例案を検討する場合

(出典) 礒崎初仁『自治体議員の政策づくり入門』イマジン社、2017年、123頁
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４ 住民・有識者の意見反映・活用
➀公聴会・参考人の制度を活用
・公聴会制度＝「会議において、予算その他重要な議案、請願等について公聴会を開
き、真に利害関係を有する者又は学識経験を有する者等から意見を聴くことができ
る」

・参考人制度＝「会議において、当該普通地方公共団体の事務に関する調査又は審
査のため必要があると認めるときは、参考人の出頭を求め、その意見を聴くことがで
きる」 （以上、地方自治法115条の2第1項、第2項）。

～実際にはあまり活用されていない。特に参考人制度はもっと活用すべき。

②議会内の政策検討会等に住民、ＮＰＯ、有識者の参加を求める
・専門的知見の活用の制度（100条の2）～十分に活用されていない

・特別な制度を活用しなくても、議会・委員会・会派から報告者、助言者等として依頼す
る形で、外部人材の知恵と情報を活用すべき

③傍聴者等に質問・意見を述べる時間を設ける
・現状＝傍聴者がいても発言する機会はない

・正式の審議時間内では問題があるとすれば、その場で懇談会に切り換えて実施

④議員が現場や関係機関を訪問して、ヒアリングや意見交換を行う
～地域のイベントや会合に参加して住民の要望は聞いているし、遠隔地への視察は定
例化しているが、今後、特定の議案や課題に関して地域内の現場を訪問し、関係者
の話を聞くことを習慣化してはどうか 。会派や委員会メンバーで調査・意見交換をし
てもよい
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Ⅲ 政策形式ごとの審議のポイント
１ 基本計画の審議

1) 基本計画の決定権限
・基本計画は、基本的には行政計画→首長の決定のみでよい

・基本計画の策定等に議決を要する場合→首長と議員の両方が提案権
を有すると解される。

→首長提案の計画案であっても議会は修正できる

・実際には、執行機関の情報がなければ適切な計画案をつくれない→
首長提案を受けて審議することが望ましい

・基本計画案は通常の文章で表記されており、形式的な決まりもないた
め、その修正は比較的容易。→議会は、最も適切と思われる計画案に
修正し、仕上げる義務がある。

2) 計画案の点検項目
➀計画に目標と手段の両方が記載されているか

➁目標は検証可能なものになっているか、必要な場合に数値目標が書
かれているか

➂手段は具体的か、財政支出の裏づけはあるか

④当該自治体の強み・弱みを反映しているか、他の自治体との比較を
踏まえているか

⑤過去の政策評価や総合計画の達成度を踏まえているか
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２ 予算案の審議

1) 議会への提出書類＝予算書＋予算に関する説明書

＝費目ごとに歳出額・歳入額が示されるだけ

→主要事業説明書、予算要求資料（首長査定資料）等の提出を求める

2) 予算編成時期に議会で「〇年度予算編成に関する意見」を決定（決議）

→これを反映していない予算案は否決または修正する
3) 予算案の審議のポイント

＜予算案の点検項目＞

着眼点 点検項目

有効性 ➀当該事業によってどれだけの効果（アウトプットとアウトカム）があると予
測しているか、この予測は適切か

➁もっと効果を挙げるために改善すべき点はないか、支出額を増額する
必要はないか

効率性 ➂当該事業の支出額について、適切に積算されているか、積算の根拠は
適切か

➃支出額をもっと抑制するために改善すべき点はないか、支出額を減額
する必要はないか

その他 ➄当該事業が総合計画などに位置づけされているか、総合計画との整合
がとれているか
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＊予算案の点検の難しさをどう克服するか
・予算案の内容は膨大＋数字が中心→どこから検討してよいかわからない？
→所属する委員会所管の事業や関心のある分野について、事業内容を示
す資料を要求＋「この支出額に見合う効果があるのか」等の疑問をぶつけ
る
・委員会では、質疑を踏まえて、委員間で意見交換を行うことも重要。
＊執行機関側も、国の補助要綱や前例に従って予算化しているだけで、政
策効果などを考えていないことが多い→内容に立ち入って検討することが
重要

4) 予算案の修正はどこまで可能か
・減額修正＝制限なし
・増額修正＝「議会は、予算について、増額してこれを議決することを妨げな
い。但し、（中略）長の予算の提出の権限を侵すことはできない」（地方自治
法97条2項）。
＝「長が提出した予算の趣旨を損なうような増額修正」はだめ
その判断は「増額修正をしようとする内容、規模、当該予算全体との関連、
当該地方公共団体の行財政運営における影響度等を総合的に勘案して、
個々の具体の事案に即して判断すべき」（総務省通知1977・10・3）。
【例】 ・予算案に新たな款・項を加えること

・継続費、繰越明許費等に新たな事業、事項を加えること
20



３ 条例案の審議

1) 条例案の提案方法（４種類）

➀議員提案＝議員定数の12分の1以上の賛成

→会派や研究会等の横断的グループで提案

➁委員会提案＝所管事務に関する条例案を提出

➂首長提案＝特別の要件なし

➃住民の直接請求＝有権者の50分の1以上の連署

2) 条例案の審議

議会は条例案の修正できる。修正の必要がない場合でも、「付帯決議」に
よって執行の際の配慮や将来の見直しを促すことは有意義

＜条例案の評価基準＞
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3) 条例制定権の意義と限界

◆自治体＝「条例」を制定する権限をもつ（憲法94条）

＊ここでいう「条例」＝議会が制定する「条例」＋長が制定する「規則」

＝自治立法権 ～ただし、権利の制限は条例のみ

【条例制定権の限界＝３つのハードル】
1) 憲法に反しないこと（人権の過度の制限でないこと）

～人権の制限は必要最小限度でなければならない

→「最小限」か否かの判断基準＝立法の合憲性判断基準（憲法で学ぶ）

2) (当該)自治体の事務に関するものであること

＊旧・機関委任事務は「国の事務」＝条例制定は不可

→自治事務・法定受託事務は「自治体の事務」＝条例制定が可能

＊都道府県条例＝広域・連絡調整・補完の３つの領域について制定可

市町村条例＝この３つの領域については制定不可

3) 法律の範囲内であること（法令に違反していないこと）

⇒最高裁：法令と条例の間に実質的に矛盾抵触があるか否かによって判断すべき

～「法令への抵触については、法令と条例の対象事項と規定文言を対比するだけでなく、
それぞれの趣旨、目的、内容及び効果を比較し、両者の間に矛盾抵触があるか否かに
よって決すべき」（徳島市公安条例事件判決・最判昭50・9・10）

←法律先占理論を否定・修正し、ケースバイケースで実質的な抵触の有無を判断するもの。
常識的な判断
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図表８ 条例の法律適合性の判断基準(最高裁の枠組み)

対 象 目的／趣旨 趣旨／効果 制定の可否

対象が重複 YES 目的が同一か YES 全国一律の YES ×
するか 規制か

NO  ○

NO   効果を妨げ YES ×
るか

NO  ○

NO 放置する趣旨か YES ×

NO 均衡を失す YES ×
るか

NO ○
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図表９ 議員提案条例の状況（2009～15年度計）

区 分 都道府県 市区町村 合 計

提案件数 議 員 222 (86.4%) 1,012 (89.6%) 1,234 (89.0%)

委員会 35 (13.6%) 118 (10.4%) 153 (11.0%)

合 計 257 ( 100%) 1,130 ( 100%) 1,387 (100%)

議決件数 原案可決 220 (85.6%) 538 (47.6%) 758 (54.7%)

修正可決 2 ( 0.8%) 44 ( 3.9%) 46 ( 3.3%)

否決その他 35 (13.6%) 548 (48.5%) 583 (42.0%)

分野別可決件数 1)自治条例 0 ( 0.0%) 46 ( 7.9%) 46 ( 5.7%)

2)基本条例 3 ( 1.4%) 18 ( 3.1%) 21 ( 2.6%)

3)地域条例 12 ( 5.4%) 108 (18.6%) 120 (14.9%)

4)振興条例 52 (23.4%) 163 (28.0%) 215 (26.7%)

5)暮らし条例 108 (48.6%) 104 (17.9%) 212 (26.4%)

6)人づくり条例 32 (14.4%) 53 ( 9.1%) 85 (10.6%)

7)税条例 3 ( 1.4%) 4 ( 0.7%) 7 ( 0.9%)

8)その他 12 ( 5.4%) 86 (14.8%) 98 (12.2%)

合 計 222 ( 100%) 582 ( 100%) 804 ( 100%)

（注） この議員提案条例は、議会関係条例を除いたものである。
(出典) 総務省「地方自治月報」56号～58号「議員提案による条例に関する調」（総務省ＨＰから入手）から礒崎作成
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[補論] 議会事務局の役割
１ 議会事務局に求められるもの
 「議会の政策提案機能や監視機能の強化が要請される今日、これに応えるために
は、第一次的な補佐機関である事務局の政策､法務にかかる調査機能の補助体
制の整備など､質と量の両面にわたる整備が必要である。」

 「議会事務局の職員は当該自治体職員であり、実質的には執行部人事と一体と
なった人事管理がなされており、法律上議会事務局職員の任免権は議長にある
が、議長の意向が反映されにくいのが実状である。」

（出典）第３次都道府県議会制度研究会「今こそ地方議会の改革を」（2005年３月１８日）

図表10 地方議会の議員と事務局職員の平均数(2013年現在)

自治体の区分 平均議員数 平均事務局職員数

町村（201～53,857人） 12.5 2.5

市区 （ ～5万人） 18.3 4.6

〃 （5～10万人） 22.1 5.9

〃 （10～20万人） 26.9 8.6

〃 （20～30万人） 32.5 13.2

〃 （30～40万人） 37.6 15.8

〃 （40～50万人） 40.7 18.1

〃 （50万人～） 47.1 20.3

指定都市 61.5 45.1

都道府県（58～1316万人） 58.2 43.6

(出典) 総務省「地方議会制度等について」2015年6月、Webから入手
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◆事務局職員が各会派・議員の政策形成を補佐・支援することは妥当（可
能）か？

【選択肢】

ａ：議会が政策形成機能等を果たすため、必要だし妥当だ

ｂ：会派間・議員間の公平や職員の政治的中立性を確保するため、妥当
でない

ｃ：会派や議員の政策活動を補佐すると際限がないため、現在の事務局
体制では、妥当でない

ｄ：その他

【私見】

1)議会の政策形成機能の向上のためには不可欠。議員間・会派間で不公
平のないよう一定のルールをつくったうえで、次の補佐・支援をすべき
➀議員・会派の要請を受けて、先進例や判例などの調査研究を行う

➁議員・会派による研究会等に参加して、情報提供や助言を行う

➂考えられる選択肢を提示したり、基本方針を受けて条例文を点検する

2)政策形成の補佐・支援ルール（議長の下で決定）

➀会派ごと・分野ごとに担当者を決める

➁会派・議員が政策検討計画をつくり事務局とその補佐について協議

➂政策形成のプロセスごとに議員と事務局の役割を明確化
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２ 事務局の政策補佐機能の強化

１）事務局の機能として政策補佐機能を明確化

～議員自身の政策能力向上が重要だが、議員は非常勤であり任期も限定
されているため、法的・政策的な知識やノウハウには限界がある

→事務局職員が補完・支援することが重要

２）職員数を増員し、政策調査課、政策法務班等の組織を整備

～都道府県や大規模市では、従来の調査課等の機能を拡充して、政策法
務、法制執務等の立法補佐機能を強化する

３）会派・政党ごとのサポート・スタッフを明確化する

～所属議員の多い会派では政務調査費の利用等により対応。非常勤職員
として雇用、有識者と顧問契約を行うことも考えられる

ex,某政令市のある会派との「政策法務顧問」契約
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パネルディスカッション

令和時代を担う地方議会
ー調査研究・政策立案機能の充実に向けてー

只野 雅人 氏
青木 謙順 氏
是住 久美子 氏
早苗 豊 氏
羽生 雄一郎 氏

目黒 章三郎 氏

一橋大学大学院法学研究科教授

三重県議会議長

愛知県田原市図書館長

北海道芽室町議会議長

全国市町村国際文化研修所調査研究部長
兼 京都大学公共政策大学院特別教授

福島県会津若松市議会議員

コーディネーター

パネリスト
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パネルディスカッションの進め方

１６：００頃～１６：３０頃まで前半

後半

質疑応答

１６：３０頃～１７：０５頃まで

１７：０５頃～１７：３０頃まで

各パネリストから自己紹介等
各パネリストよりテーマに沿った事例紹介

前半の事例紹介等を踏まえたディスカッション

都道府県議会、市議会、町村議会の議員、各１名とパネリストの質疑応答
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パネルディスカッション（質疑応答）

外崎 浩子 氏 宮城県議会副議長

宮本 恵子 氏 大阪府堺市議会議員

酒元 法子 氏 石川県能登町議会議長

質問者
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パネルディスカッション レジュメ

青木 謙順 氏

三重県議会議長
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三重県議会基本条例

都道府県で
初の議会
基本条例！

分権時代を先導する議会を目指して、二元代表制の下、
知事等への監視機能の強化、政策立案機能の充実等を議論

平成18年に、議会の基本理念、議員の責務等を
定めた三重県議会基本条例を制定！
基本方針
１ 開かれた議会運営（議長定例記者会見等）
２ 政策の決定、知事等の監視・評価（通年議会等）
３ 独自の政策立案、政策提言（政策に係る条例案の積極提案等）
４ 他の自治体議会との交流、連携（紀伊半島三県議会交流会議等）

議員任期４年間の主な議会の取組と取組成果の確認及び継続的な改
善活動の仕組み（PDCA）についてまとめたもの（H27～）。
取組内容として独自の政策立案と政策提言の強化を規定。

議会活動計画
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議員勉強会

＜令和元年度のテーマ①＞
・ SDGsへの自治体の関わり方

県政を取り巻く諸課題の中から知識の取得と議員間の知識の共有を図
る必要があるテーマを選定し、全議員を対象に行うもの。

◆ 議員勉強会

成果
県執行部で策定を進める行動計画にSDGs・Society5.0の概念
を取り入れるに当たっての議論が充実！

＜令和元年度のテーマ②＞
・ Society5.0と自治体について
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議員勉強会
＜令和２年度のテーマ①＞
・ 自治体におけるデジタルトランスフォーメーション(DX)の
推進について

成果

スマート議会の在り方検討プロジェクト会議の設置（R3.3）
議会のスマート化に向けて本格的に議論を開始！

貸与タブレット型端末機操作説明会も開催！
議会資料のデジタル化を検証中！

＜令和２年度のテーマ②＞
・ ウィズコロナ期における地方議会の在り方

三重県議会委員会条例の改正（R2.11）
委員会のオンライン開催を可能に！

議員全員へのタブレットの貸与（R3.3）
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議員勉強会

＜今年度のテーマ(予定)＞
・ SNSと人権侵害
現在設置している「差別解消を目指す条例検討調査特別委員会」
での議論の充実への寄与に期待！

令和２年度に開催した「議員勉強会」については、
新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の
観点からウェブ会議システムを用いて実施

課題 ・ テーマによって、熟度や関心に差がある。
・ 講義形式のために受動的な参加になっている。
今年度は体験型講座（ワークショップ）を計画中
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・ 学識経験者等で構成する調査機関の設置（議会基本条例第13条）

・ 議員で構成する検討会等の設置（議会基本条例第14条）

・ 議会事務局の機能強化

その他の取組

調査機関及び検討会等の例

調
査
機
関

選挙区及び定数に関する在り方調査会（R1.6～R2.11）

三重県産材利用促進に関する条例検討会（R2.1～R3.3）
検
討
会
等

調査会からの報告書
を基に議会で議論

選挙区及び定数
改正（R3.5）

条例検討会にて
条例案を検討

三重の木づかい条例
成立（R3.3）
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議会事務局の機能強化の例

議院法制局への職員派遣（平成12年以降11名を派遣）
職員の法制執務能力向上

※ 現在２つの特別委員会にて
政策に係る議員提出条例案を検討中

※ 平成12年の地方分権一括法施行以降、
16本の政策に係る議員提出条例が成立

三重県議会における政策に係る条例案の
積極提案をサポート！

三重県飲酒運転０（ゼロ）をめざす条例
三重県手話言語条例
障がいの有無にかかわらず誰もが共に暮らしやすい三重県づくり条例 ほか

差別解消を目指す条例検討調査特別委員会（R2.5～）
花や木で健やかな三重をつくる条例策定調査特別委員会（R3.5～）
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パネルディスカッション レジュメ

早苗 豊 氏

北海道芽室町議会議長
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議員研修

北海道芽室町議会
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スタートはH24

• 平成２４年度から毎年、議員研修計画を策定し
年３０万円（H２４-H２７年度：５０万円、H２８-R1年度：
４０万円）の議会費を予算計上。８年間で計８３回
（議員会主催含む）の研修会を開催。町民にも公開
した。

• 全国的にも稀である取組として、第９回マニフェスト
大賞最優秀成果賞（平成２６年１１月１４日/マニフェ
スト大賞審査委員会）を受賞した。

年３０万円（議会費）

北海道芽室町議会
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議会基本条例（H25制定)

芽室町議会基本条例

（議員研修の充実強化）

第６条
議会は、議員の政策形成及び立案能力等の
向上を図るため、別に定める芽室町議会議員
研修要綱（平成24年３月３０日制定）に基づき、
議員研修を実施します。

北海道芽室町議会
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平成２３年度 ５回 （議会主催 2回、議員会主催 3回）

平成２４年度 １４回 （議会主催11回、議員会主催 3回）

平成２５年度 １３回 （議会主催 7回、議員会主催 3回）

平成２６年度 ９回 （議会主催 8回、議員会主催 1回）

平成２７年度 １３回 （議会主催11回、議員会主催 0回）

平成２８年度 １２回 （議会主催 8回、議員会主催 0回）

平成２９年度 １１回 （議会主催 5回、議員会主催 4回）

平成３０年度 ６回 （議会主催 4回、議員会主催 0回）

令和元年度 １０回 （議会主催 7回、議員会主催 0回）

令和２年度 ０回 （コロナ禍により議会主催3回、議員会主
催1回、その他主催2回が延期又は中止）

計 ９３回 （議会主催63回、議員会主催14回）

弾力性ある開催を

北海道芽室町議会 43



研修の特徴

① 町民、議会モニター、諮問会議委員、町
職員、周辺議会議員にも参加を呼び掛ける。

② 研修後は、議長にレポート提出を義務化。

③ 議会フォーラムでの基調講演も兼ねる。

④ 議会運営から政策の研修へシフト。

北海道芽室町議会
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H27-30 未来フォーラム

北海道芽室町議会
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ＨＰ公表する
http://mgikai.memuro.net/activation/kensyu.html

北海道芽室町議会
46



令和２年度  

芽室町議会議員研修計画 

令和２年６月 

芽室町議会 

(Ver.1)
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令和元年度 芽室町議会議員研修実績 

開催日・場所 内 容 講師等 参集 

１ 

6 月 25 日(火) 

札幌コンベンショ

ンセンター

北海道町村議会議員研修会 

「どうなる？今後の日本政治」 

「地方は変われるか～議会はどう変

われるか、自治体をどう変えるか～」 

北海道町村議会議長会 

有馬 晴海 氏（政治評論家） 

佐々木 信夫 氏（中央大学

名誉教授） 

議員 16 

２ 

6 月 26 日(水) 

北海道大学公共

政策大学院 

北大公共政策大学院連携事業 

「エネルギー地産地消の現状

と未来」 

倉谷 英和 氏 

（北大公共政策大学院教授） 
議員 16 

３ 
7 月 1日(月) 

北海道大学公共

政策大学院 

「住民自治・行政経営」 

伊藤 伸 氏 ほか 

（法政大学非常勤講師・構想

日本 統括ﾃﾞｨﾚｸﾀｰ） 

議員 15 

４ 

7 月 9日(火) 

札幌市第二水産

ビル 

町村議会新任議員研修会 

「議会の運営と福利制度等に

ついて」 

北海道町村議会議長会 

事務局長 村川 寛海 氏 
議員 4 

５ 

７月 26 日(金) 

めむろーど２F 

セミナーホール２

「町民の想いを形にする「議

会・議員」となるために」 

～住民との対話の場とその展

開方向を事例から学ぶ～ 

中村 健 氏 

（早稲田大学マニフェスト研

究所事務局長） 

議員 16 

民:2 

管:32 

６ 
9 月 4日(水) 

第一委員会室 
「質問力を高めよう！」 

土山 希美枝 氏（龍谷大学政

策学部教授・芽室町議会サポ

ーター） 

議員 9 

７ 
10 月 23 日(水) 

第一委員会室 
「芽室町の公園について」 建設都市整備課職員 委員 5 

８ 
10 月 28 日 

足寄町町民セン
ター

十勝町村議会議員研修会 

「とかチカラ 未来へ」 

十勝町村議会議長会 

十勝総合振興局長 三井 真 氏 
議員 14 

９ 
10 月 29 日(火) 

第一委員会室 

「地方債の考え方と中期財政

計画」 
企画財政課職員 委員 5 

10 
12 月 26 日(木) 

第一委員会室 

「芽室町の医療を守るために

～芽室町議会議員への期待」 

伊関 友伸 氏（城西大学経

営学部教授） 

委員 7 

議員 5 

中

止 

3 月 20 日(金) 

中央公民館講堂 

議会ミニフォーラム 
「目的志向の課題解決手法を
学ぶ～ワークショップ 2030SDGs
から～」 

森本 菜都美 氏 

（一般社団法人 イマココラボ） 
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令和２年度 芽室町議会議員研修方針 

 議会基本条例第８条により、議員の政策形成及び立案能力等の向上を図るた

め、芽室町議会議員研修要綱（平成２４年３月３０日制定）に基づき、令和元年

度の研修方針を次のとおり定める。 

・研修方針

１ 議員の資質向上を目指した研修 

２ 議会基本条例に即し、議会改革及び議会活性化計画の実現に向けての研修 

上記の研修方針に基づき、具体的な研修項目を次のとおりとする。 

・研修項目

１ 一般研修 

（１）議員基礎研修１（法務・財務等）

（２）議員基礎研修２（議員力）

（３）議員基礎研修３（議会改革・活性化）

（４）議員基礎研修４（政策形成）

（５）議員基礎研修５（総合計画）

（６）議員基礎研修６（議員定数・報酬等）

（７）役職研修 （委員会活性化） 

２ 専門研修 

（１）委員会（政策）研修

（２）実務研修

（３）課題研修

体系及びスケジュール等については、別記のとおりとする。 
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令和２年度 芽室町議会議員研修計画（案）（総額 300 千円） 

１ 一般研修 

（１）議員基礎研修１（法務・財務等）

（２）議員基礎研修２（議員力）（0 千円）

（３）議員基礎研修３（議会改革・活性化）（0 千円）

研修種類 
予定 

時期 

対

象 
研修の内容 講 師 

開催回数 

概算(千円) 
備 考 

議員 

基本 

研修 

全

議

員 

議会活動の基本となる地方自治法及び地方財政法及び財務等について修得する。 

研修種類 
予定 

時期 

対

象 
研修の内容 講 師 

開催回数 

概算(千円) 
備 考 

議員 

基本 

研修 

R2.7.2 

全

議

員 

講演会 

（札幌市） 
中止 

1 回 

0 円 

北海道町村議会 

議長会主催 

R2.10.29 

全

議

員 

講演会 

（上士幌町） 
未定 

1 回 

0 円 

十勝町村議会 

議長会主催 

議員としての資質を向上する。 

研修種類 
予定 

時期 

対

象 
研修の内容 講 師 

開催回数 

概算(千円) 
備 考 

議員基本 

研修 

（公開） 

全

議

員 

回 

千円 

 

全国の議会改革・活性化の事例を研究し、素養を高める。 
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（４）議員基礎研修４（政策形成）（200 千円）

（５）議員基礎研修５（総合計画）

（６）議員基礎研修６（議員定数・報酬）

研修種類 
予定 

時期 

対

象 
研修の内容 講 師 

開催回数 

概算(千円) 
備 考 

議員 

一般 

研修 

（公開） 

全 

議

員 

議会活性化 

1 回 

千円 

R3. 

2 月下 

議会ミニフォーラム 

「目的志向の課題解決手

法を学ぶ～ワークショッ

プ 2030SDGs から～」 

(予定)森本 菜都美 氏 

（一般社団法人 イマココラボ） 

1 回 

200 千円 

議会改革や活性化、議員定数及び報酬等についての助言を得、さらに議会運営面での情

報提供などから議員知識と議会総合力を高める。 

研修種類 
予定 

時期 

対

象 
研修の内容 講 師 

開催回数 

概算(千円) 
備 考 

議員 

一般 

研修 

（公開） 

全

議

員 

議会としての総合計画の向き合い方などの知識を深め、政策形成力を高める。 

研修種類 
予定 

時期 

対

象 
研修の内容 講 師 

開催回数 

概算(千円) 
備 考 

議員 

一般 

研修 

（公開） 

R3. 

1 月下 

全

議

員 

議員定数・報酬

を考える 

江藤俊昭山梨学院大 

学教授（議会サポータ

ー） 

1 回 

100 千円 

 

議会活性化計画に沿って、調査・研究等のポイント等の助言を受け、議員知識を高め、

議会改革・活性化の参考とする。 
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（７）役職研修

研修種類 
予定 

時期 

対

象 
研修の内容 講 師 

開催回数 

概算(千円) 
備 考 

役職 

研修 

議

長 

議長の見識を高める。 
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２ 専門研修 

（１）委員会（政策）研修（0 千円）

（２）実務研修 （30 千円）

（３）課題研修

研修種類 
予定 

時期 

対

象 
研修の内容 講 師 

開催回数 

概算(千円) 
備 考 

委員会 

所管 

研修 

委

員

会 

1 回 

0 円 

委

員

会 

1 回 

0 円 

委

員

会 

1 回 

千円 

１ 北海道大学公共政策大学院において連携事業研修（政策）を実施する。 

２ 委員会所管事務調査等において、専門家等を招へいし、専門的知見を活用し議員知識
を高め、委員会の活性化につなげる。 

研修種類 
予定 

時期 

対

象 
研修の内容 講 師 

開催回数 

概算(千円) 
備 考 

実務研修 

全

議

員 

回 

千円 

専門家等を招へいし、専門的知見を活用し議員知識を高め、議員知識を高め、政策形成

向上につなげる。 

研修種類 
予定 

時期 

対

象 
研修の内容 講 師 

開催回数 

概算(千円) 
備 考 

課題研修 

希

望

議

員 

専門的知見を活用し議員知識を高め、議員知識を高め、政策形成向上につなげる。 
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令和２年度 芽室町議会議員研修計画 

開催日・場所 内 容 講師等 備考 

１ 

7 月 2日(木) 

札幌コンベンショ

ンセンター

北海道町村議会議員研修会 未定 中止 

２ 

7 月 3日(金) 

北海道大学公共

政策大学院 

北大公共政策大学院連携事業 
未定 

（北大公共政策大学院教授） 
中止 

３ 

10 月 日( ) 

役場３F 

本会議場 

「(仮)いま一度、考えてみ

る！議会基本条例の運用・住

民参加」 

中尾修氏（議会サポーター 議員会 

４ 
10 月 29 日 

上士幌町 

十勝町村議会議員研修会 

「未定」 
十勝町村議会議長会 

５ 

１月 日( ) 

新庁舎３F 

本会議場 

「（仮）これからの議員活動と

報酬のあり方」 

江藤 俊昭 氏（山梨学院大学

法学部教授） 

議員・

町民 

６ 

2 月下旬 

めむろーど２F 

セミナーホール２

議会ミニフォーラム 
「目的志向の課題解決手法を
学ぶ～ワークショップ 2030SDGs
から～」 

森本 菜都美 氏 

（一般社団法人 イマココラボ） 
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○芽室町議会議員研修要綱

（平成 24 年 2 月 15 日議会運営委員会決定） 

(目的) 

第１条 この要綱は、芽室町議会議員(以下「議員」という。)の研修に関し必要

な事項を定めることにより、議員の資質の向上と議会活動の活性化を図り、も

つて町政の健全な発展と住民福祉の増進に寄与することを目的とする。 

(議員の責務) 

第２条 議員は、法律・条例等で規定している議員の責務を遂行するため、研修

に励むとともに不断の自己研鑽に努めなければならない。 

(研修の種類等) 

第３条 財政の健全化に資するため、研修は極力公費の節減を図るものとし、研

修の種類、対象者及び研修内容は次の号のとおりとし、体系については別表３

のとおりとする。 

（１）一般研修

ア 新議員（前期・後期）研修

イ 役職議員研修

ウ 議員一般研修

（２）専門研修

ア 委員会所管研修

イ 実務研修

ウ 課題研修

(研修の実施計画)

第４条 前条各号に規定する研修は、毎年度当初に別に作成する実施計画書に

基づき実施するものとする。 

２ 前項の実施計画書は、議長が議会運営委員会に諮って作成する。ただし、前

条第２号アの委員会所管研修については、この限りでない。 

３ 議長会・議員会等の研修計画を参考に作成する。 

 (講師等) 

第５条 研修の講師等は、必要に応じ議長がその都度定め依頼するものとする。 

(研修報告) 

第６条 研修を受講した議員は、別記第 1 号様式議長に研修結果を報告しなけ

ればならない。 

２ 議会は、前項の研修結果を公表することができる。 

(委任) 

第７条 この要綱の施行に関し必要な事項は、議長が定める。 

附 則 

（実施期日） 

１ この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 
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別表(第３条関係) 

研修の種類 対象者 研修の内容 研修の名称等 

一 

般 

研 

修 

新議員研修 新議員 

新議員として必要

な基礎知識を習得

する研修 

・新任議員研修会(前期・後

期)

・北海道町村議会議長会等が

主催する新任研修会 

役職議員研修 

議長 

副議長 

正副委員長 

議長、副議長及び委

員長(すでにこれら

の役職を経験して

いる者は任意)とし

ての役職に関する

知識を習得する研

修 

・議長、副議長研修会

（全国町村議会議長会） 

・議長、副議長、正副委員長

研修会

議員基礎研修 全議員 
議員としての知識

を習得する研修 

・議員研修会(北海道町村議

会議長会、十勝管内町村議

会議長会、西部４町議長会

等)

専 

門 

研 

修 

委員会所管研修 委員 

委員会所管事項に

関する専門的な研

修(視察研修を含

む) 

・議員専門研修(予算・決算

等)

実務研修 全議員 
行政、政策などの

実務に関する研修 
・議員専門研修(政策等)

課題研修 希望議員 
課題に応じ特別に

実施する研修 
・議員専門研修（課題別）
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別記第１号様式(第６条関係) 

  年  月  日 

芽室町議会議長 様 

芽室町議会議員 印 

研 修 成 果 報 告 書 

芽室町議会議員の研修に関する要綱７条の規定により、次のとおり成果を報告します。 

記 

1 研 修 日 時 

2 研 修 先 

3 研 修 目 的 

4 成果(具体的に) 
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パネルディスカッション レジュメ

目黒 章三郎 氏

福島県会津若松市議会議員
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【会津若松市議会の特徴】 

市民意見を起点とした政策への

取組 

会津若松市議会は、平成２０年

６月定例会において賛成総員で

可決・制定された議会基本条例に

基づき、議会改革を進めてきまし

た。 

 特に、「政策サイクル」（左図参

照）と呼んでいる、市民意見を起

点として政策立案・提言に結び付

けていく取組では、湊地区の水資

源問題（後述）や私道除雪などの

成果を市民の皆さんへ示すこと

ができました。 
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予算編成

予算審査決算審査準備会

【決算審査準備】

問題発見
↓

課題設定
↓

問題分析

↓

委員間討議

予算審査決算審査準備会

【予算審査準備】

政策評価（あるべき姿）
↓

委員間討議
↓

政策立案

予算決算委員会・本会議

【決算審査】

質疑（仮説の検証）
↓

委員・議員間討議（意見集約）
↓

議決及び意見表明【評価・決議

等】
↓

説明責任・議決責任

予算決算委員会・本会議

【予算審査】

質疑（政策・施策動向の検証）
↓

委員・議員間討議（意見集約）
↓

議決及び意見表明【修正・決議

等】
↓

説明責任・議決責任

【目的】 適切な団体意思の決定、地域経営根幹への適切な関与を行うため、予算審査と決算

審査を充実化・精緻化するとともに、予算審査と決算審査を有機的に連動させるものとする。

【政策・施策動向への意見】

評価・決議及び要望的意見

【住民の意思】

市民との意見交換会

議員活動・会派活動のヒアリング 等

政策評価（あるべき姿）

評価準備

【仮説作成】

事

務

事

業

執

行

問題・課題

決算議案

予算議案

長期総合計画・行政評価システム

意見表明（機関意思）

事

務

事

業

評

価

執行機関

決算調整

【住民の意思】

市民との意見交換会

議員活動・会派活動のヒアリング 等

議決

議決

政策決定（団体意思）

執行機関とは異なる視点

から住民ニーズをキャッ

チアップ

【メモ ① 政策・施策を評価する】

一般的な事務事業評価、事業仕分

けとは異なり、「適切な団体意思の決

定、地域経営根幹への適切な関与を

行う」ものとして、政策・施策を主な評

価対象としている。政策手段（事務事

業）の改廃は、政策目的の抜本的な

修正には至らないとの認識。また、政

策・施策を評価するためには、事前

準備が肝要。準備会は、政策のイン

キュベーション機能を有する。

【メモ ② 議会からの政策形成】

執行機関の行政情報を利活用しながら

も、住民意見を踏まえ、議会として市の政

策・施策のあるべき姿をゼロベースで考え

る。単に執行機関の事務を評価するので

はなく、議会としての対案を持つ。たゆま

ず執行機関と議論を重ね、政策決定（団

体意思）を行っていく。適切な機関競争主

義が住民の福祉に適うとの認識。また、政

策の蓄積は、議会が総合計画など自治体

の根幹をなす方針を決定する際の力にな

るとの認識。

執行機関とは異なり、執行

を前提とした思考ではなく、

「そもそも住民の福祉のた

めには」との思考で立案 議会からの

政策形成

予算決算委員会の政策サイクルのイメージ

政策のたまご

政策のインキュベイト
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会津若松市議会の議会活動

住民福祉
の向上

２月定例会

（当初予算）

９月定例会

（決算）

12 月定例会

６月定例会

予算審査決算審査

準備会

予算審査決算審査

準備会
５月

市民との意見交換会

11 月

市民との意見交換会

政策討論会 

（分科会・議会制度検討委員会）

ⅠⅡⅢⅤ Ⅳ

Ⅰ 住民福祉の向上 

Ⅱ 定例会・委員会 

Ⅲ 予算審査決算審査準備会 

Ⅳ 政策討論会・ 

市民との意見交換会 

Ⅴ 政策サイクル以外の領域 

での議会・議員活動 
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市民意見をもとに設定した政策課題の分類

大分類 テーマ 政策討論会

Ａ　議会 1 議会活動と議員定数等との関連性及びそれらのあ

り方について

全体会(議会制度検討委員会へ)

Ｂ　行・財政 2 本市財政の持続可能性と事業・サービスとの調和

について～市民が事業・サービスを選択しうる舞

台づくり

分科会（第1分科会へ）

3 行政サービス提供機能のあり方と庁舎等整備の方

向性について

分科会（第1分科会へ）

4 民間委託のあり方について 全体会へ

Ｃ　生活・環境 5 防災などの地域の諸問題解決に向けた、地域と行

政機関等との連携による新たな地域社会システム

の構築について

分科会（第2、第4分科会へ）

6 地域環境の保全について 分科会（第2分科会へ）

Ｄ　健康・福祉・医療 7 高齢社会及び少子化社会における社会保障サービ

スとその負担のあり方について

分科会（第2分科会へ）

Ｅ　産業経済 8 地域経済活性化と持続可能な地域産業の維持・育

成について

分科会（第3分科会へ）

Ｆ　建設・都市計画 9 都市計画の基本的方向性について 分科会（第4分科会へ）

Ｇ　教育・文化 10 教育・学習環境の整備について 分科会（第2分科会へ）
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令和３年９月　令和２年度決算審査

　１　政策目標名

　２　政策名

政策10　社会の変化に対応した行財政運営
　３　政策分野名

① 政策分野に関する問題認識（抽出した理由）

・

・

・

・

・

② 政策分野に関する各種情報（個別計画、行政評価、要望的意見、市民との意見交換会、政策討論会や会派の調査研究成果等

・

・

・

施策名

施策１健全な財政運営

論点（重要事項、問題点）

・

・

・

・

・

Ⅱ

定
例
会
各
分
科
会
予
算

審
査
・
決
算
審
査
で
活
用

　６　委員間討議での論点・合意点

　７　備考（修正、変更等の要点）

コロナ禍での財政のあり方と適切
性

各種基金の繰入れ、財政調整基金、減債基
金、庁舎整備基金、公共施設維持整備等基金
の繰入れの実績はどうであったか。

財政運営における繰出金の在り方 財政当局として、廃棄物対策課などとごみの
排出量削減対策について、どのような意見交
換をしているのか示されたい。

　４　施策名及び論点 　５　事務事業名等（予算説明書） 　６　質疑により明らかにすべき事項

各基金の適正活用と積立額 今後の整備組合への負担金が、本市財政運営
にどのような影響を与えるのか、その見通し
を示されたい。

①

実質公債費比率6％の目標値から経常収支比率
や将来負担比率の適正水準が維持されるの
か。

実質公債費比率6％の目標値の維持で、財政調
整基金が標準財政規模の10％程度を維持でき
る要素としてみれるのか。

本市の投資的経費を確保するにあたって、ど
のように基金運用と予算執行が適切であった
のか。

実質公債費比率目標設定の妥当性 公共施設マネジメントの考え方と地域コミュ
ニティ維持や地域住民のニーズとの整合性が
とれているかどうかの予算執行成果の面から
の確認

公債費負担の適正化 新型コロナウイルス感染症の対策を講じる中
で、財源として、地方創生臨時交付金や財政
調整基金を充当になる。財政調整基金残高は
大きく減少し、非常に厳しい財政運営を強い
られている。令和２年度決算状況は

予算審査決算審査準備会第１分科会　抽出論点
【財務部】

政策目標５　豊かで魅力ある地域づくり

新型コロナウイルス感染症対策と本市財政運営に係る事業のあり方と地方創生臨時交付金の関係で、事業を集約する企画政
策部と関係所管部そして財務部がどのように事業を選定し実施してきたか。また令和2年度における新型コロナウイルス感染
症に係る事業のあり方と事業の廃止、中止、縮小に係る事業と財政運営について。

Ⅰ

予
算
審
査
決
算
審
査
準
備
会

政策分野42　財政基盤

新型コロナウイルス感染症の影響が予算執行に大きく作用している。執行残が約20億円。過去最高額。８款土木費以外は令
和元年度の執行残額より多い状況である。この評価状況は。

中期財政見通し、市債発行額の適正管理と実質公債費比率の低減、財政調整基金の安定的な確保、行政運営と持続可能な財
政基盤をどのように確立するのか

社会保障費と投資的経費のバランスを取りながら継続したまちづくりの財源について中期財政見通しを見ながらどのように
執行していくのか

○歳入歳出全体

歳入の部
19款２項12目
○財政調整基金繰入金
22款
○市債

歳出の部
２款１項５目
○財政管理費
○財政調整基金積立金
○減災基金積立金

新型コロナウイルス感染症禍での地方創生臨時交付金を活用した施策は適切であったのか。また、コロナ対策施策に十分な
財源を充てられたのか。

中期財政見通し、社会保障費の推移、公債費負担適正化計画、新市建設計画、まちの拠点事業、議会の財政分析

令和３年８月整備組合議会による焼却施設請負契約の議決

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
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◆採択された請願・陳情とその結果
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◆市民意見をもとにした政策立案・政策提言とその結果（１）
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◆市民意見をもとにした政策立案・政策提言とその結果（２）
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【出典】「自治日報」（令和３年 11 月８日） 
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【出典】「地方議会における政策サイクルと評価モデル研究会報告書」 

公益財団法人日本生産性本部（2019 年 3 月） 
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パネルディスカッション レジュメ

是住 久美子 氏

愛知県田原市図書館長
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田原市の概要（令和３年9月30日時点）

三河湾

太平洋伊良湖岬

 行政面積
１９１.１２ｋ㎡

 総人口
６０,３３２人

 世帯数
２２,５１１世帯

伊勢湾
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田原市議会の概要（令和３年４月１日時点）

田原市議会

 議員数 １８名

 事務局職員数 ７名

 常任委員会 ３委員会

 タブレット活用

議会図書室

 専任司書：なし

 資料費 約１２万円

 所蔵冊数 約900冊

 年間購読雑誌 ２誌

 契約データベース：なし
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田原市図書館の概要

 職員数：３０名
（正職１３、会計年度任用職員１７）

 組織チーム：９チーム
（ＰＲ、参考郷土、学校連携、児童、

にじいろ、元気はいたつ便ほか）

 中央館

分館（赤羽根・渥美）

 移動図書館車：２台

 人口１人当 貸出約１0点

中央図書館（外観） ２階からの様子
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行政・議会支援サービス

行政職員・各部署、議員・議会事務局に向けたサービス

参考郷土担当 ５名（他業務兼務）を中心に対応

サービス内容

１．レファレンス（調査の援助）

２．資料の複写

３．資料の貸出（団体貸出）

４．政策・イベントのPR展示

パブリックコメント
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平成２６年

 事務局職員から相談を受ける

 資料選定、棚レイアウト見直し

議会支援サービスの経緯

整備前 整備後

平成２７年

 試験的に議会支援サービス開始

 「行政支援サービス」活用

 連携のまとめ、連携マニュアル作成
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レファレンス調査事例

 東三河５市の休日保育状況

 貧困対策（学習支援）

 家庭ごみの減量・有料化

 介護福祉士・看護師に対する助成・奨学金制度

 都市計画線引き見直し制度

 市職員の副業促進の新基準

 サーフタウン構想
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田原市議会議員

辻史子議員の

Facebookより
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行政・議会支援サービスの統計

※受付件数：提出された「行政・議会支援サービス申込書」の枚数
※貸出冊数：団体貸出等の合計冊数
（調査回答として提供した資料、議会への貸出冊数など一部を除く）

年度 受付
件数

調査
件数

複写
件数

貸出
件数

展示
件数

パブコメ
件数

貸出
冊数

H28 68 17 21 10 13 7 137

H29 53 16 11 12 8 6 179

H30 78 28 9 12 21 8 135

R1 88 18 13 27 11 7 518

R2 76 17 10 13 15 8 368

行政・議会支援サービス統計

77



議会支援サービス事例

 展示「写真でみる田原市議会」
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 広報公聴委員「もっと幅広い市民との対話の場を持ちたい」

議会報告会の様子

広報公聴委員との会話
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議員とたはらトークへ発展

 中央図書館内で開催。館長がファシリテーター

 様々なテーマで対話

81



議員向けファシリテーション講座

 令和元年 図書館の有効な使い方について・ファシリテーション講座１

 令和３年 インターネット検索のコツ・ファシリテーション講座２
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田原市議会だより No.82

令和3年11月1日より
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パネルディスカッション レジュメ

羽生 雄一郎 氏

全国市長村国際文化研修所調査研究部長
兼 京都大学公共政策大学院特別教授
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全国市町村国際文化研修所
（JIAM）における研修の御紹介

令和３年１1月19日

全国市町村国際文化研修所（JIAM）調査研究部長
兼 京都大学公共政策大学院特別教授

羽生 雄一郎
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JIAM (Japan Intercultural Academy of
Municipalities, 全国市町村国際文化研修所）とは

• 市町村アカデミー（JAMP - Japan Academy for Municipal
Personnel, 千葉市幕張）とともに公益財団法人全国市町村
研修財団の下で運営

JAMPとの共通実施研修も一部設置しているが、単なる東西の棲み分けでは
ない

滋賀県大津市唐崎に立地
JR京都駅から15分
JR湖西線唐崎駅から徒歩５分
https://www.jiam.jp/
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JIAMにおける研修の特徴
• 地方創生や人口減少をはじめとする自治体の様々な課題に対応できる職員
等の人材育成のため、比較的短期間（主に２泊３日）でテーマを絞った政
策実務研修を多く実施

• インバウンド観光の増大や在留外国人の増加などに伴い、当初からの特色
である国際文化研修にも再び脚光

• 比較的少人数で演習方式を重視した研修も多い

• 他地域の事例を知るだけでなく、参加者相互の人脈形成にも資する

• 職員だけでなく、市区町村議員にターゲットを絞った研修も

• 総務省等との共催など、学・民・官の様々な講師陣により研修を充実

• 対面研修の重視は変わらないが、コロナ禍においては、Zoom等を活用した
オンライン研修への振り替えも実施するなど柔軟に対応
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JIAMの受講実績の推移（１）
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JIAMの受講実績の推移（２）
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議会向け研修の例（詳しくはHPをご覧下さい）

注）研修により対象者が限定されているほか、定員の上限等により希望者全てが受講できない場合があります。
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オンデマンド型の「出前研修」も実施しています

• １年半ぶりの出前研修を奈良県王寺町にて実施
• テーマ「人口減少社会における議会の役割」
• 王寺町議会議員の皆様方に加え、北葛城郡・生駒郡各町の正副議長
の皆様方を含む23名の議員、さらには議会事務局の方々など総勢33
名の皆様にご参加頂きました

R3.10.21 王寺町いずみスクエアにて
出前研修についての詳細は下記をご覧下さい
https://www.jiam.jp/workshop/demae.html
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